
【公共事業関係費】

【ダム事業】

(直轄事業等)

岡山県 旭川ダム再生事業
1,100
(1,019)※

5.1

※内の事業費は「共同費としての事業費」のうち当該事業負担分から工事諸費を除いた事業費

全体事業費
(億円)

Ｂ／Ｃ 備考

■令和８年度予算概算要求に係る新規事業採択時評価について（令和７年８月末時点）

・事業評価対象の直轄事業等（直轄事業および独立行政法人等施行事業（独立行政法人等が行う補助事業を除
く。））を対象としたものである。

・事業評価の実施にあたっては、貨幣換算した便益だけではなく、貨幣換算することが困難な定量的・定性的な効果
や事業の実施環境等を含めて総合的に評価を行っているが、本一覧においては、B/Cの算出を行った事業について、
その値を記載している。

都道府県
（実施箇所）

事業名



■令和８年度予算概算要求に係る再評価について（令和７年８月末時点）

【公共事業関係費】

【ダム事業】

(直轄事業等)

宮城県 鳴瀬川総合開発事業
1,450
(1,325)※

1.3 継続

茨城県 霞ヶ浦導水事業
2,625
(1,409)※

1.3 継続

長野県 大町ダム等再編事業
650
(350)※

6.1 継続

愛知県 天竜川ダム再編事業
1,900
(1,804)※

2.4 継続

福井県 九頭竜川上流ダム再生事業
317
(258)※

7.4 継続

愛媛県 山鳥坂ダム建設事業
1,980
(1,888)※

2.8 継続

徳島県 小見野々ダム再生事業
500
(475)※

15.1 継続

熊本県 川辺川ダム建設事業
4,900
(4,449)※

0.4 継続

福岡県 筑後川水系ダム群連携事業
740
(667)※

1.6 継続

※内の事業費は「共同費としての事業費」のうち当該事業負担分から工事諸費を除いた事業費

・事業評価対象の直轄事業等（直轄事業および独立行政法人等施行事業（独立行政法人等が行う補助事業を除く。））を対
象としたものである。

・事業評価の実施にあたっては、貨幣換算した便益だけではなく、貨幣換算することが困難な定量的・定性的な効果や事業
の実施環境等を含めて総合的に評価を行っているが、本一覧においては、B/Cの算出を行った事業について、その値を記
載している。

都道府県
（実施箇所）

事業名
全体事業費
(億円)

Ｂ／Ｃ 対応方針 備考


